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業態別1人当たり医療費では、入院及び入院外ともに「総合工事業」「その他運輸業」
社会福祉・介護事業」が全国平均を特に上回っており、寄与度が高い。
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業態別血圧・脂質・代謝のりスク保有率において、業態別医療費と同様に、
全国平均を特に上回っており、寄与度が高い。
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⑥沖縄県における65歳未満(30-64歳)の死亡原因をみると、悪性新生物(7巧人)が最も多く、次いで心疾患(193人)、自殺(179
人)、脳血管疾患(142人)アルコール性肝炎四0人)、不慮の事故(91人)、糖尿病(36人)という順になってぃる。この死亡原因の
うち、血圧が強く関与している特徴を持つ疾患を高血圧関連疾患として1つにまとめ死亡数で順位整理すると、高血圧関連疾患(284
人)が最も多い。(2016年65歳未満健康・死亡率改善プロジェクト調べ)
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令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題.重点施策シート
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⑨沖縄県における成人喫煙率の推移をみると2001年から2016年までは全国平均より低い喫煙率で推移しているが、 2019年からは全国平均
を上回っている状況。(2001年~2022国民生活基礎調査による都道府県別喫煙率データ)

⑩2024年度業態区分別で喫煙率をみると、総合工事業が最も高く、次いで宿泊業、医療業・保健衛生業の順となっている。(現状評価
シートP13 3-2業態別の地域差指数)
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1.コラボヘルス
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沖縄県の鉐歳未満死亡率の改善、労働者の健診有所見率の改善を目指し、沖縄県、沖縄県医師会沖縄労働局、沖縄産業
保健総合支援センター、当支部の5者にて令和3年3月に包括的連携に関する協定を締結。働き盛り世代の健康支援を連携
→担当者の調整の場である「定例会」の開催(R7.フ.23)の他、協定5者の各機関長による進捗確認等の場である「本会考」
を開催(R7.9.9)し、取組状況及び今後の方向性にっいて確認。協定5者の関係強化及び意欲の向上を図った。
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2

「うちな一健康経営宣言」登録勧奨
→新規加入事業所へ文書勧奨を実施。【毎月・R6年合計1,864件】
→宣言が県公共入札参加資格等級格付の加点対象となっていることから、その申請時期と連携し建設業を対象に文書勧奨
を実施。【R6年1,900件、申込84事業所】
「取り組み状況確認アンケート」に基づく支援
→協会保健指導者による事業所支援を実施。事業所カルテを活用した支援(健康課題確認・健康講話の実施・取組提案等)
や協会事業(禁煙サボート・高血圧プログラム等)への連携など、健康づくりに関する支援を実施。【訪問・ZOOMによ
る相談:57事業所、電話相談:67事業所、健康講話:38事業所】
クガニ・シルガニ事業所認定制度の実施
→宣言事業所の健診・特定保健指導の状況などを得点化し従業員50人以上、50人未満の事業所から、それぞれ20社認定。
健康づくりの取組への意識高揚を図った。
健康経営セミナー及びシンポジウムの開催
→健康経営セミナーを各地で実施。【R6年度:西原町、名護市、宮古島市、久米島町】
→健康経営シンボジウムの開催。専門家の講話、クガニ認定証交付式、宣言事業所登壇によるパネルディスカッション等
を実施。内容は新聞全面記事として掲載。【R6年度2回】

(2)これまでの
取組と評価
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令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題.重点施策シート

3

推進団体の認定
→経済団体等が所属する事業所の健康づくりを進める制度。商工会、商工会議所、法人会等を認定。R7年度においては、
6月に金武町及び金武町商工会と3者協定、 7月に沖縄県商工会連合会と協定締結。【R7.8月末現在35団体】
推進団体登録や育成を目的とした各商工会訪問
→うるま、嘉手納、西原、読谷、宮古島、国頭、今帰仁、名護、東の各商工会へ訪問。
中部地区商工会連合会(8商工会)と共催した健康経営セミナーの実施
→琉球大学崎間教授の講話、中部地区の働き盛り世代の健康状況等の説明、特定保健指導等を実施。
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1.コラボヘルス
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(2)これまでの
取組と評価

事業所で取り組む禁煙サポート事業の実施
→沖縄県薬剤師会'沖縄県保健医療福祉事業団と連携して、禁煙する意思のある宣言事業所の従業員を事業所.埜煙支援
薬局・協会けんぽがサポートする事業をR5年度から開始。一貞<
→沖縄県保健医療福祉事業団の補助による禁煙パッチの1部無償提供と、禁煙サボート手帳で禁煙支援薬局⇔従業員⇔事
業所が連携して進捗状況を確認しながら禁煙を進める8週間のプログラム。
→R6年度実績【52事業所165人参加、 72人(43.4%)が卒煙、禁煙パッチ4週間分無償、支援薬局数31】
→沖縄県薬剤師会'沖縄県保健医療福祉事業団,沖縄大学山代学長と共同で県庁記者クラブにおいて、 記者発表を実施し
県民に広く周知。(R7.8.6)<<
沖縄県商工会議所連合会と連携した「うちな一健康企業会」の開催
→健康経営優良法人の増加を目的として年3回の勉強会を実施。R6年度109事業所の認定。前年度からの伸び率は全国3位。
保健所、市町村担当課との連携

→宣言事業の理解や協力を得る目的で意見交換等を実施。【R6年度は4保健所(北部・南部・宮古・那覇市)、 6市町村
(金武'那覇・久米島・南風原・西原,宮古島)、R7年度は名護市・本部町・西原町・今帰仁商工会・東村商工会訪問】

の

5

未設置事業所への文書勧奨
→R6年度文書勧奨実績【勧奨文書発送1,900件、委嘱者数236人増、委嘱事業所221事業所増】
健康保険委員研修の実施
→R6年度は宮古島市【R7.2.26開催、 1,560事業所案内、 50名参加】、久米島町【R7.3.3開催、 150事業所案内、 7名参加】
※健康経営セミナー同時開催
→R7年度はYoutubeを活用した研修会を開催【視聴期間R7.9.22~10.17、 3,641事業所案内、 547名申込】

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題.重点施策シート
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(今ミ '号:

健康経営ニュースレターの発行
→ニュースレターを宣言事業所へ発送し、ヘルスリテラシーの向上を図る。【年4回、 R7年度は5.フ.10月号発行済】
各種広報誌による健康経営の取組の広報
→沖縄県経営者協会発行の「月刊経営」(R7.4~7月、 9.10月号)、社会保険協会発行の「社会保険おきなわ」(R7.7月)
「納入告知書同封チラシ」(R7.7月号)
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1.コラボヘルス

①5

(3)今後の重点
施策とその
検証方法

働き盛り世代の健康づくりを協定5者と連携し推進していくことで、うちな一健康経営宣き事業所のへルスリテラシーの向
上を図る。

→うちな一健康経営宣言事業所の登録数や取組事例及び健診状況(受診率や改善状況)にて効果検証を行う。

{に
、

官血

→送付事業所における対象者の医療機関受診状況、対象者数の減少状況等にて効果検証を行う。

②関係^
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→禁煙サボート薬局での禁煙チャレンジした人数と禁煙成功率にて効果検証を行う。

がい

沖縄県薬剤師会から薬剤師を派遣していただき、健康経営シンボジウムや健康経営セミナーにおいて「おくすり相談会」
を実施する等連携を強化する。
→シンポジウムやセミナーの来場者数、アンケート等により効果検証を行う。
{に

→大学での受講者数やアンケート等により効果検証を行う。
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令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題.重点施策シート
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→健康経営宣言への登録事業所数の増加状況、健診受診率の上昇状況、特定保健指導実施率の上昇状況で効果検証を行う。
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健康保険委員未設置事業所を対象に、文書や訪問による委嘱勧奨を実施する。また、 Youtubeを活用した研修会を開催し、
ヘルスリテラシーの向上など健康保険委員の活動を強化する。
→健康保険委員の増加数や研修後のアンケートにより効果検証を行う。
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1.コラボヘルス

(4)これまでの
取組の評価
を踏まえ改
園(ぢ剣ヒ)
する点

①「 キ木 た杜で は てい

より効果的な禁煙対策を目指すため、国立がんセンターと連携し、事業所担当者及び薬剤師の支援を実施するほか、その

宣言事業所の担当者に委嘱している健康保険委員の研修を健康経営セミナーと併せて開催し地域の健康課題を発信するな
ど、ヘルスリテラシーの向上を図る。

知見を活用した調査分析事業へつなげる。

次世代の健康づくり支援として、大学や自治体と連携して、学生に対し禁煙啓発を実施する。(沖縄大学での授業や学園
祭を活用した啓発を実施予定)<゜'

②官言 聿のの"上 た
゛ユ、

聿 =の世 i冨

健康経営推進団体を拡充し、連携を強化することで、団体に所属する事業所の健康づくりを推進する。
これまで働きかけが十分と言えない離島地区や北部地区において、保健所や自治体と連携して各商工会等へ訪問するなど
健康経営推進団体の活動を拡充する。

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題.重点施策シート
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2.健診

(1)課題

◎これまでの取組と結果
①生活習慣病予防健診

(2)これまでの
取組と評価

生活習慣病予防健診の受診や制度等に関する広報の実施(ホームページ、メルマガ、広報紙、LINE等)

②事業者健診

エエ三少、

のデー

'、

→健診機関への提供依頼を計画通りに行えなかった
事業所からの事業者健診結果データ提供にかかる提供依頼書の取得、健診結果の取得及びデータ作成の業務効率化のため外
部委託を活用。事業所に対して沖縄労働局との連名による勧奨を行った(R6年度勧奨5m事業所、同意書取得87件、結果取得
1,462件)

③特定健診

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題・重点施策シート

事業者健診結果データ提供に同意のある事業所にかかる健診結果について珍か'の
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2.健診

(3)今後の重点
施策とその
検証方法

◎健診受診率向上に関する対策の強化
R8

(4)これまでの
取組の評価
を踏まえ改
=(サ剣ヒ)
する点

間ドック健診を含む

事業者健診結果データ取得にっいては、契約のある健診機関に対するデータ作成依頼と 商七ナ

か

丕と。
事業所からの取得については

の

被扶養者の利便性を考慮し、特に需要の高いまちかど健診を始めとする

◎検証方法
生活習慣病予防健診の受診率の増加率を検証
事業者健診結果データ取得率の増加率、生活習慣病予防健診への切替率を検証
協会主催の集団健診の受診者数の増加率、特定健診受診者数に占める割合を検証

二人
ー^

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題・重点施策シート

についての
三多、エエ三多、 △の

被保険者に対する勧奨は、支部特有の課題に応じて1人あたり医療費やメタボリスクの高い業態(総合工事業など)加入者
や、年齢層を加味した

を積極的に行い、生活習慣病予防健診の認知度を高め受診率向上を図る。また、人

事業者健診結果のデータ取得は、健診機関からの取得にかかる
また、事業所からの取得については外部委託を活用し効率的に行う
特定健診(被扶養者)は、まちかど健診の二ーズが高いと考えられることから受診機会の拡大を図る

に

し

1た
丑人

に

ノ＼

する。また、関係機関と連携した取得率向上策を推進する

ト にメ

か1 を行う

工弓三つ、,」':

Zト、
の

をイ手う

ニ,人、

0=チによ

フロー

し
ニ.A、

盲しに

に

△の を図る

ナ と准ハ仙1 を行う。
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3.特定保健指導

(1)課題

◎

◎メ

r"'1

◎メ

ボ1

(2)これまでの
取組と評価

ヒ、首

ワース

◎これまでの取組と結果
①被保険者
直営分は対象者の少ない小規模事業所や離島及び僻地に所在する事業所に対し、
勧奨(R6年度遠隔面談件数752件、遠隔面談実施率23.1%で全国2位)

ボ三夛

、、

とナ'つてい

はKPI

の

三"A、
ーノ

ム

を行った。(R7年度の特定保健指導委託機関は26機関で、R6年度より2機関増加)

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題・重点施策シート

特定保健指導委託機関における

、 J

は22.700 44寸

口

に

者100名)

第5期特定保健指導に向けアプリ等のICT

(R6年度支部別スコアリングレボート)

R6

r'-1

②被扶養者

鉐.フ%)率
包括協定を締結している

◎取組に関する評価

口

の生1△

とと

ヒ、首

で

ヨッピングセンターや公共施設を利用した「

に

にプロ

エエ 1

駒.80

玉 24.30

直営においてはICT

ーム

委託機関では

よ

ていると考える。今後も対象者の二ーズに合わせた特定保健指導が実施できるよう事業所や委託機関との連携・協力体
制を強化させ特定保健指導の推進を図る

、 43.20。玉、ノ

ヒ'首

二人

'の

eの1

口つてい

していオ'い

として

言

(R6年度支部別スコアリングレボート)

へのヒア 1

した

トに

XS、

ノ

した

と

18.50

い

で

r^1

1 たメ

し

ニ"へ、

口

ノ

ニノ、

ヒ

、13.10。玉、ノ

かと

の

とメ

2

を講じるとともに新規契約機関も増加したことにより、実績の積み上げに繋がっ

の△百

r一ι「●

の

L

の

、

に参百し

でい

口

^

¥で

に

した

に

セルフモニ

(R6年度 12会場にて92名実施実施

(R7年度3町村追加し5市町村にて実施)

ヒ

(R6年度の予約

を

の

か1

、ノ の

口の Bしにも注力し、特定

首の

ナ

量

こ

T▲

ンシ

ヒ
こ

び

ヒ
=

口
、
、
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3,特定保健指導

(3)今後の重点
施策とその
検証方法

◎「うちな一健康経営宣言事業所」の特定保健指導実施率向上
①健診と保健指導を一貫して受けるメリットを説明し、健診当日の初回面談実施を推進する
②特定保健指導未実施者へ個人通知による再案内を実施する
③特定保健指導実施率の低い事業所に対し、保健師及び幹部職員の訪問による特定保健指導の利用勧奨、 事業所カルテ
を用いた事業所の健康づくりに関する相談・サポートを実施する

◎特定保健指導利用勧奨の徹底
①利用案内率90%以上を目標に未案内の解消に努める
◎効果的な特定保健指導の実施

①特定保健指導委託機関では初回面談実施件数、評価実施率(途中脱落率)等の実績に差があるため好事例の共有を図
り、アウトカム評価の実施率向上に向け目標設定の方法、利用勧奨時期や方法の工夫などにっいて協議する

◎検証方法

①支部全体の特定保健指導利用案内率・実施率の推移、「うちな一健康経営宣言事業所」における特定保健指導実施率の推
移を確認し、効果検証を行う
②委託機関毎の初回面談件数、評価件数、アウトカム評価割合等実績の比較

(4)これまでの
取組の評価
を踏まえ改
善何剣ヒ)
する点

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及ぴ予算の策定に向けた課題.重点施策シート

特定保健指導のネ1朔勧奨にっいては、案内対象者の抽出時期を月単位だけでなく、四半期毎にも抽出を行い丞室内宣鯉

健康経営宣言事業所のうち特定保健指導対象者10名上で初回実施率10%に満たない事業所にっいては、註閏Eよ墨壬塩
澄する

勧奨を実施する
被扶養者の初回実施率向上のため、市町村や健診機関と連携し
う調整を図る

加え、目標設定や支援方法に関する事例検討会を実施する。また、保険者協議会主催の研修等についても委託機関へ情
報連携し、お互いのスキルアップを図る

ヒ
の の 上については、直営保健師等を対象とした支部内研修会やOJT研修、委託機関との年1回の合同会議に

などができるよ
三人 J立,こ
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4.重症化予防

(1)課題

◎'チ四

◎円まつ

能 1では
が官い

の

増加)

串によ

斗

(2)これまでの
取組と評価

◎これまでの取組と結果

「 △工

の三夛

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題・重点施策シート

→R6年度委託機関:14機関(1,048名勧奨)勧奨後2ケ月以内の受診率
→R7年度委託機関:13機関(160名勧奨 R7.8月末時点)
未治療者に対する受診勧奨の二次勧奨について、

は6.50 で

仕1

R4年度健診受診分と比較して1.4%上昇している
高血圧基準該当者がいる「うちな一健康経営宣言事業所」に対し、官血

^

^^

→プログラム案内事業所数:678事業所
→実施事業所数:22事業所(R7.9月末時点)

仕1

ニノ、

しており(前年比0.3%上昇)、討魯者生k^Rしている(前年比243人々上白

R5

つぃて、R6年度に評価(文書送付後の未治療者の状況確認、文書送付事業所に対する聞き取り調査)を実施

◎取組に関する評価

聿

力

し

に

に

目
.

^

エエ三少、

/、、

0

した

健診受診月から10ケ月以内の医療機関受診率は35.1%(R5年度健診受診分)で、

上口

こ

隹

官血
とができている

尻

■二

B見1犬評価シートP4~P5】

て

^

案内事業所を拡大してプログラム実施を継続するほか、メタボ該当項目のうち2番目に多い脂質宣乞二三^

よびヰ三分

...

の紗

たことに

50

の氏

プロ

プロ

では健診後の受診勧奨および受診確認まで行っていたことから、事業所訪問や健康講話等のあらゆる機会を通
して事業所における健診後の受診勧奨実施を呼びかけていきたい

△1 んぽの三

荏

ーム

刃

は

血

ームの参

でⅢ

々上白して

^^

レベルの35~49

の、e昌の

官血

美

三劣、J又三少、

署

0

していく

24.フ%

た28

、'、

によ

力

の卸

メ

10

がい

アン

の

よび50, P 上の

エエ三多、

叱!コ

P

に

「

プロ

斗

17

しているが、

'

の
士

ーム

に

で

工又圭多、

メの実施を促す文書の送付に

口討

のj舶オ、ど一{の六
いて

^r^1^
日

ι、

ニノ、

は

,三

,え

血

=

々上

1 -'

トがみられた。未治療者が減少した事業所

し

にメ

のj苗

玉

が見られた。今後は、

j告'ノ＼

3生

こと

,三美

の円三今

一
▲

.=一
▲

玉
「

の
上
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一
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=
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4,重症化予防

(3)今後の重点
施策とその
検証方法

◎勧奨後受診率の向上、未治療者対策の強化
対象者をより早期に治療につなげるための取り組みとして珍 戸,影、斗によ 隹する

未治療者の受診勧奨業務にっいては赴都委証宣雄進し、勧奨件数の増加と受診率の向上を図る
官血

全ての「うちな一健康経営宣言事業所」に対し、 5 {との 戸,言多、斗に'1 の

を送付する(沖縄県、沖縄労働局、沖縄県医師会、協会けんぽ、沖縄産業保健総合支援センター)

(4)これまでの
取組の評価
を踏まえ改
= G剣ヒ)
する点

高血圧未治療者の多い
する

よび

◎検証方法
勧奨後10ケ月以内の受診率変化(直営分と委託分の比較)、「うちな一健康経営宣言事業所」における一次勧奨
対象者の該当率の推移を確認し取り組みを評価する
健診後の受診勧奨委託機関と非委託機関の一次勧奨対象者の該当率を比較し委託事業の効果検証を行う
高血圧対策プログラムおよび脂質改善プログラム参加事業所の有所見者の割合や未治療者割合の推移、
講話参加者アンケート等により事業評価を行う

うちな一健康経営宣言事業所の未治療者該当率、勧奨後の受診率等を確認し、連名文書の効果検証を行う
「医療業・保健衛生」業態の未治療者該当率、勧奨後の受診率等を確認し、連名文書の効果検証を行う

ヒ

令和8年度戦略的保険者機能に関する事業計画及び予算の策定に向けた課題・重点施策シート

古吉 の い「 オ

に

者数四^また、
高血圧対策プログラムおよび脂質改善プログラムの案内事業所の条件を検討するとともに、 2つのスキームを

し

もとに曹血

長'

医療費(入院・入院外)が高い業態への対策として、

^r^1^
凹

目

び「

ニノ、
ノ

△との

メ プロ

にメ

に

し
^

で

ームの

か1

'.'

.瓦L ..釜..

とメ△、石心,、1

に絞り、実施する

J又三多、

戸工工亘多、

斗

する

の

首を実施する

▲の ▲」

刃

して

の

圭の美

文書を送付

文書

とメ

メ

について

叉

「

P.

オ

のや

する

{官三

=

円珍
△
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